
税務署からのお知らせ 

  

  東京電力㈱から支払いを受ける営業損害（将来分）に対する賠償金の所得税法上

の取扱い等について 

 

避難指示等により業務に従事することができなかったことやいわゆる風評被害

などによる減収分に対して支払を受ける賠償金は、事業所得等の収入金額になりま

す。 

今般、新たな営業損害賠償として一括で支払を受ける営業損害（将来分）に対す

る賠償金※１については、一定の事実が生じた場合には精算することが予定されて

いるため、その精算の対象期間（５年＝60月）中の時の経過に応じ、精算の対象期

間中の各年分の収入※２として事業所得等の収入金額に算入します。 

なお、中小法人の収益計上時期についても同じです。 
 

※１ 平成27年３月（避難指示区域外にあっては平成27年８月）以降将来にわたる
損害に対して、減収率100％の年間逸失利益の２倍（避難指示区域外にあって
は直近の減収にもとづく年間逸失利益の２倍）が一括して支払われることとさ
れています。 

※２ 毎月、賠償金の額の60分の１相当額を60か月にわたり事業所得等の総収入金
額に算入することになります。 

 
 ご不明な点がありましたら、税務署にお尋ねください。 
 福島税務署 024-534-3121（自動音声に従って「２」を選択してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                          

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 賠償金額が600 万円の個人事業主の場合（イメージ） 
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精  算  対  象  金  額 

100 万円（＝600 万円×10月／60月） 

120 万円（＝600万円×12月／60月） 

120 万円（＝600万円×12月／60月） 

120 万円（＝600万円×12月／60月） 

120 万円 

（＝600万円×12 月／60 月） 

20 万円 

（＝600万円×2月／60月） 

600 万円 

一括払い 

精算対象期間（５年＝60か月） 


